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手続きに必要な要件などのご確認

老齢基礎年金の受取り手続きにあたって必要な加入期間や保険料の受取り
状況をご確認いただきます。

年金の受取り内容のご確認

老齢基礎年金の年金額や受取り年齢の変更方法、年金額の増額のための
方法をご確認いただきます。

請求書類のご準備

請求書の記載の方法や請求の際の必要書類をご理解いただくとともに、
本日お持ちではない書類があれば、ご準備いただきます。

請求書類のご提出と重要事項のご確認

請求書類のご提出と請求書提出にあたっての重要事項についてご確認
いただきます。

老 齢 基 礎 年 金
お 手 続 き ガ イ ド

いつから？

年金額はいくら？

年金額を増やすには？

必要書類リスト

説明事項のご確認
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年金の受取り内容のご案内

いつから？

年金額はいくら？

年金額を増やすには？

老齢基礎年金の年金額や受取り年齢の変更方法、年金額の増額のための
方法をご確認いただきます。

手続きに必要な要件などのご確認

老齢基礎年金の受取り手続きにあたって、必要な加入期間や保険料の受取
り状況をご確認いただきます。

請求書類のご提出と重要事項のご確認

請求書類のご提出と請求書提出にあたっての重要事項についてご確認
いただきます。

請求書類のご準備

請求書の記載の方法や請求の際の必要書類をご理解いただくとともに、
本日お持ちではない書類があれば、ご準備いただきます。

老 齢 基 礎 年 金
お 手 続 き カ ー ド

お手続きカードNo.1,2,3,4,5,10

お手続きカードNo.16

お手続きカード 請求書等記入例必要書類リスト

説明事項のご確認

お手続きカードNo. 6,9

お手続きカードNo. 7,9,11,12,13

お手続きカードNo. 8,9,10,11
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–目次–

年 月

種 別

概要説明の対象者（例）タイトルカード
No.

■年金の受取りに必要な資格期間●受給要件を満たさない者受給資格期間1

■保険料納付済期間●全ての者保険料納付済期間2

■保険料免除期間●全ての者保険料免除期間3

■資格期間が足りない場合について
■合算対象期間一覧表

●保険料納付済期間と保険料免除
期間を合算しても受給要件を満
たさない者

合算対象期間4

■国民年金の任意加入
●保険料納付済期間と保険料免除

期間、合算対象期間を合計して
も受給要件を満たさない者

受給要件を満たす
方法は？

5

■受取り開始年齢
■いつからいつまで受け取れるのか
■いつから入金されるのか

●全ての者いつから受け取れる？6

■老齢基礎年金の受取り年金額●全ての者
いくら？

- 年金額の計算 -
7

■追納
■国民年金の任意加入
■繰下げ申出

●年金額の増額を希望する者増やす方法は？8

■受取り開始年齢を繰上げ・繰下げた
場合の年金額

■繰上げ・繰下げ受給の増減率（％）
●受給要件を満たす者繰上げ受給・繰下げ受給9

■年金額を増やすには
■納付方法
■任意加入をやめるとき
■受給要件を満たすためには
■納付方法
■任意加入をやめるとき

●年金額の増額を希望する者
●受給要件を満たさない者

任意加入10

■付加保険料と付加年金
■注意事項
■具体例

●年金額の増額を希望する者付加保険料と付加年金11

■振替加算●振替加算の対象者振替加算12

■生計維持関係の認定要件●振替加算の対象者生計維持関係の認定要件13

■年金の決定と受取り●請求書を提出した者請求後の流れ14

■老齢基礎年金以外の年金を受け取る
権利があるとき

●複数の年金受給権を有する者
複数の年金を受け取る
権利があるとき

15
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10年以上

※1

①保険料納付済期間（No.２）

②保険料免除期間（No.３）

③合算対象期間（No.４）

老齢基礎年金の受取りに必要な資格期間

※1：老齢年金の受取りに必要な資格期間は、平成29年8月1日から
25年から10年に短縮されました（遺族年金の支給要件や障害

年金の納付要件は変更ありません）。

No.1-1 受給資格期間
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保険料納付済期間とは、保険料を納めた期間をいいます。

保険料納付済期間とは？

• 第1号被保険者および昭和61年3月以前の国民年金の被保険者期間のうち保険料を

納めた期間

• 国民年金に任意加入して保険料を納めた期間

• 保険料免除期間について保険料を追納した期間

• 保険料未納期間について保険料を後納した期間

• 時効消滅不整合期間について保険料を特例追納した期間

• 国民年金保険料産前産後免除期間に該当する期間

• 第2号被保険者期間のうち20歳以上60歳未満の期間

• 昭和36年4月から昭和61年3月までの厚生年金保険または船員保険の被保険者期間、

共済組合等の加入期間のうち20歳以上60歳未満の期間

• 第3号被保険者期間

※ 3号該当届が2年以上遅れた場合は、3号特例届を行った日以後保険料納付済期間

として認められた期間

保険料納付済期間

保険料免除期間保険料納付済期間

10年以上

国民年金（第1号被保険者）の場合、

保険料納付済期間と保険料免除期間、

および合算対象期間の合計が10年以

上であること。

合算対象期間

No.2-1 保険料納付済期間
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１．保険料免除期間

②申請免除

本人・世帯主・配偶者のそれぞれの前年所得が一定額以下の場合や失業した

場合など、国民年金保険料を納めることが経済的に困難な方が対象と

なります。

２．納付猶予期間

②納付猶予（令和12年６月まで）

20歳以上50歳未満の方（学生を除きます）で、

本人・配偶者のそれぞれの前年所得が一定額以下の方が対象となります。

世帯主の所得は考慮されません。

①学生納付特例

本人の前年所得が一定額以下の学生が対象となります。家族の所得は考慮

されません。

①法定免除

法律に定められている要件に該当する方が対象となります。

保険料免除期間保険料納付済期間

10年以上

国民年金（第1号被保険者）の場合、

保険料納付済期間と保険料免除期間、

および合算対象期間の合計が10年以

上であること。

合算対象期間

保険料免除期間

No.3-1 保険料免除期間

加入・免除ガ
イドｰNo.18

保険料免除期間とは、保険料の納付義務が免除または猶予された期間を
いいます。

加入・免除ガ
イドｰNo.16

加入・免除ガ
イドｰNo.17

加入・免除ガ
イドｰNo.16
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「保険料納付済期間」と「保険料免除期間」に「合算対象期間」を加えた期間が

10年以上あれば老齢基礎年金の受給要件を満たすことになります。

なお、平成26年4月1日から、国民年金の任意加入被保険者期間のうち過去

の保険料未納期間についても合算対象期間に算入できる場合があります。

保険料免除期間保険料納付済期間

10年以上

国民年金（第1号被保険者）の場合、

保険料納付済期間と保険料免除期間、

および合算対象期間の合計が10年以

上であること。

合算対象期間

※合算対象期間は、老齢基礎年金の受給資格期間に算入することができますが、

年金額には反映されません。

資格期間が足りない場合について

No.4-1 合算対象期間

65歳に達した日（65歳誕生日の前日）において、配偶者の老齢厚生年金などの

加給年金額対象者であった人で、かつ、合算対象期間が10年以上ある

場合には、老齢基礎年金の受給要件を満たすことになります。この場合、振替

加算のみの老齢基礎年金が受給できます。
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被用者年金制度加入者

1 〃（20歳未満または60歳以上）

〃その配偶者

被用者年金老齢年金（満了）受給権者
2

〃その配偶者

被用者年金受給資格満了者
3

〃その配偶者

被用者年金障害年金受給権者
4

〃その配偶者

被用者年金遺族年金受給権者
（通算遺族年金は除く）

5

国会議員
6

〃その配偶者

地方議会議員
7

〃その配偶者

学生（高校・大学等）
8

学生（専修学校・各種学校等）

昭和36年4月以後の国籍等取得者
在日期間

9

国籍等取得海外居住期間10

在外邦人11

脱退手当金支給期間（20歳未満含む）12

退職一時金支給期間（原資非凍結）13

特別一時金支給期間14

任意脱退期間15

通算対象期間16

退職・減額退職年金支給期間
（昭和6年4月2日以後生まれに限る）

17

任意加入未納期間 ※718

昭和
36.4

昭和
37.12

昭和
55.1

昭和
57.1

昭和
61.4

平成
3.4

※2

※3

※4

※8

：合算対象期間合算対象期間一覧表（※１）

No.4-2 合算対象期間

※5

※6
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※1 1・12・13・16を除き，20才以上60才未満の期間が対象

※2 ①厚生年金・船員保険は昭和36年4月以後公的年金の加入期間があり（国民年金の場合は、保険料納付済み期間

又は免除期間）、通算1年以上であること。

②昭和36年4月1日より前の共済組合員の期間は昭和36年4月1日まで引き続いた期間であり、1年以上であること。

※3 昭和61年3月31日までに受け取った場合で、かつ、昭和61年4月1日から65歳に達した日の前日までの間に保険

料納付済期間または保険料免除期間を有することになった場合に限る。

※4 昭和36年4月1日から昭和54年12月31日までに退職一時金（原資非凍結）の支給期間であること（昭和55年1月

1日以後の脱退一時金に含まれない）。

※5 昭和36年4月1日以後、20歳に達した日の翌日から65歳に達した日の前日までの間に日本国籍を取得した方、

または永住許可を受けた方などが日本国内に住所を有していた期間のうち、適用除外とされていた昭和36年4月

1日から昭和56年12月31日までの20歳以上60歳未満の期間。

※6 中高齢となってから日本国内に住所を有することになった外国人または外国人であった方で、日本国内に住所を

有していなかった期間のうち、昭和36年4月1日以後、日本国籍を取得した日等の前日までの20歳以上60歳未満

の期間。

※7 平成26年4月1日以後、合算対象期間に算入する。

※8 平成29年8月1日以前に任意脱退した場合に、合算対象期間に算入する。

No.4-3 合算対象期間

20歳に達した日 ＝ 20歳誕生日の前日 65歳に達した日 ＝ 65歳誕生日の前日
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受給要件を満たしていない場合、60歳に達した日の属する月以後（申出された月

以後）70歳に達した日が属する月の前月までの間、任意加入した上で保険料を

納めることにより、受給権を確保することができます。

ただし、申出された月より前にさかのぼって加入することはできません。

国民年金の任意加入

No.5-1 受給要件を満たす方法は？

老-No.10

60歳に達した日 ＝ 60歳誕生日の前日 70歳に達した日 ＝ 70歳誕生日の前日
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＜原則＞

65歳に達した日の属する月の翌月分から受取りが開始され、お亡くなりに

なる月の属する月までの分を受け取ることができます。

例：65歳の誕生日が4月20日の場合

5月分からの受取りになります。

＜繰上げ請求・繰下げ申出＞

60歳に達した日以後に繰上げ請求することができます。

66歳に達した日以後に繰下げ申出することができます。

請求または申出した日の属する月の翌月分から受取りが開始され、お亡く

なりになる月の属する月までの分を受け取ることができます。

• 希望すれば60歳から受け取れる

• 年金は減額される

• 希望すれば66歳から受け取れる

• 年金は増額される

60歳 75歳

繰上げ 繰下げ

原則65歳

受取り開始年齢

いつからいつまで受け取れるのか

4月

翌月分から受取り

5月以後

4/204/19 死亡月

権利が消滅

No.6-1 いつから受け取れる？

60歳に達した日 ＝ 60歳誕生日の前日 66歳に達した日 ＝ 66歳誕生日の前日

老-No.9

令和４年４月１日より、年金受給開始時期の上限が75歳まで引き上げられました。こ
の制度改正は、令和４年４月１日以降に70歳に到達する方（昭和27年４月２日以降に
生まれた方）が対象です。
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10月９月８月

10/15

＜通常の入金＞

• 偶数月の15日に入金されます。

• 土曜日、日曜日、祝日の場合はその直前の営業日に入金されます。例えば15日

が日曜日の場合、13日の金曜日に入金されます。

受取り開始月

9月8月7月6月5月

例：受給権を5月に取得し、最初の入金が9月である場合

受取り開始月の6月分から直近の偶数月の前月分までの2ヵ月分の年金額（6月
分、7月分の年金額）が、9月15日に入金されます。

※ 年金証書受領時期によっては、入金月が前後することがあります。

＜最初の入金＞
• 初回受取り分は、偶数月または奇数月の15日（土日祝日の場合は直前の

営業日）に入金されます。

• 最初に受け取れるのは、受取り開始月分から直近の偶数月の前月分までです。

年金証書受領

例：8月分と9月分の入金

10月15日に年金が振り込まれます。

9/15

入金

いつから入金されるのか

入金

直近の偶数月

No.6-2 いつから受け取れる？

受給権発生日
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年金額（満額）＝年額831,700円（月額69,308円）

831,700円×

保険料
納付済月数

全額免除
月数

4分の1
納付月数

半額
納付月数

4分の3
納付月数

×2/6 ×3/6 ×4/6 ×5/6

480月（40年）

831,700円×

保険料
納付済月数

全額免除
月数

4分の1
納付月数

半額
納付月数

4分の3
納付月数

×4/8 ×5/8 ×6/8 ×7/8

480月（40年）

平成21年4月以後（から）の期間

＜老齢基礎年金の計算式＞

※ 被用者年金一元化施行に伴い27年10月からの年金は１円未満四捨五入します。

保険料
納付済月数

全額免除
月数

4分の1
納付月数

半額
納付月数

4分の3
納付月数 ≦ 480月

老齢基礎年金の受取り年金額 （昭和31年4月2日以降生まれの方の
額）

No.7-1 いくら？ – 年金額の計算 –

※ 以下の要件に該当する場合に、上記計算式を用いる。

平成21年3月以前（まで）の期間

※ 昭和31年4月1日以前生まれの方の満額は、年額829,300円です。
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No.7-2 いくら？ – 年金額の計算 –

200円×付加保険料の納付月数

付加年金の受取り年金額（年額）

繰上げ・繰下げ受給した場合の受取り年金額（年額）

（老齢基礎年金＋付加年金）の年金額×受給率

振替加算の受取り額（年額）

238,600円×生年月日ごとに政令で定める率

老-No.11

老-No.9

老-No.12
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65歳に達した日（65歳誕生日の前日）の属する月の前月までの間、厚生

年金・共済組合に加入しておらず、国民年金の繰上げ受給をしていないときは、60

歳以後（申出された月以後）でも任意加入した上で、保険料を納めることにより、年

金額（上限は老齢基礎年金満額まで）を増やすことができます。

ただし、申出された月より前にさかのぼって加入することはできません。

66歳以後75歳までに、年金を受け取る時期を遅らせることにより、受取り開始

年齢に応じて一定の割合で年金額を増やすことができます。

任意加入した上で、さらに付加保険料を納めることにより、

年金額を増やすことができます。

国民年金基金に加入している方は付加保険料を納めることは

できません。

国民年金の任意加入

繰下げ申出

No.8 増やす方法は？

老-No.10

老-No.11

老-No.9

追納
加入・免除ガ
イドｰNo.20

保険料の納付義務が免除または猶予された期間の保険料を後から納付することをいい、

将来受け取る年金額を増やすことができます。

令和４年４月１日より、年金受給開始時期の上限が75歳まで引き上げられました。こ
の制度改正は、令和４年４月１日以降に70歳に到達する方（昭和27年４月２日以降に
生まれた方）が対象です。
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受給額（円、年額）受給率年齢
632,09276.0%60歳

672659,01480.8%61歳
711,93585.6%62歳
751,85790.4%63歳
791,77895.2%64歳
831,700100.0%65歳
901,563108.4%66歳
971,426116.8%67歳

1,041,288125.2%68歳
1,1110,151133.6%69歳
1,181,014142.0%70歳
1,250,877150.4%71歳
1,320,740158.8%72歳
1,390,602167.2%73歳
1,460,465175.6%74歳
1,530,328184.0%75歳

※受給額は令和7年度（昭和31年4月2日以降生まれの方の満額）をベース

※減額率=（月数）×0.4%、増額率=（月数）×0.7%

೷
঱
ऑ

೷
ৣ
ऑ

• 請求日の属する月以前の分を、さかのぼって受け取ることはできません（請求日の属する月の翌月分から受け取れ

ます）。

• 事後重症請求などによる障害基礎年金および寡婦年金が受けられなくなります。

• 65歳に達した日の属する月まで遺族年金を併給できません。

• 国民年金に任意加入できなくなります。

• 保険料免除期間への追納や、後納制度の利用ができなくなります。

• 老齢基礎年金の受給権が65歳に達した日において発生する場合、66歳に達した日以降に繰下げ申出をすることがで

きます。

• 繰下げ申出の待機ができるのは、原則として75歳に達した日の属する月まで、または障害年金や遺族年金の受給権

が発生するまでの間です。なお、昭和27年４月１日以前に生まれた方の繰下げ待機の上限年齢は、原則として70歳

です。

• 繰下げ待機期間中に、75歳に達した日の属する月を超えた場合、または障害年金や遺族年金の受給権が発生した場

合には、その時点で受給率が固定されます。この場合、繰下げ申出の手続きが遅れても年金額は増えません。

• 振替加算は繰下げ申出による増額の対象となりません。また、繰下げ待機期間中は振替加算を受けることはできま

せん。

• 繰下げ待機期間中は、繰下げ申出を行うか、65歳からの本来の老齢基礎年金をさかのぼって請求するか、いつでも

選択することができます。ただし、さかのぼって請求される場合、5年以上前の期間については時効により受け取

ることができません。

• 繰下げ待機期間中の方がお亡くなりになった場合、未支給年金の受給権者である遺族が繰下げ申出することはでき

ません。この場合、65歳からの本来の老齢基礎年金をさかのぼって請求いただくことになります。

• 70歳に到達した日後に受給権発生時点から年金をさかのぼって受け取ることを選択した場合、請求の5年前の日に

繰下げ申出をしたものとみなし、増額した年金の5年間分を一括して受け取ることができます（特例的な繰下げみ

なし増額制度）。なお、繰下げみなし増額制度は昭和27年４月２日以降に生まれた方、または平成29年４月１日以

降に受給権が発生した方が対象となります。

繰下げ受給の注意点

繰上げ受給の注意点

年金受給率は生涯同じです。
取消、変更はできません。

受取り開始年齢を繰上げ・繰下げた場合の年金額

No.9-1 繰上げ受給・繰下げ受給

65歳に達した日＝65歳誕生日の前日 66歳に達した日＝66歳誕生日の前日 75歳に達した日＝75歳誕生日の前日
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年金額の計算例（40年間保険料を納めた場合の年額）
※ 令和7年度の保険料額や、給付額で計算した場合

61歳８ヵ月で繰上げ請求した場合 68歳4ヵ月で繰下げ請求した場合

＜繰上げ＞ ＜繰下げ＞

年金累計額

11109876543210

19.620.020.420.821.221.622.022.422.823.223.624.060歳

14.815.2 15.616.0 16.416.8 17.217.6 18.018.4 18.819.2 61歳

10.010.4 10.811.2 11.612.0 12.412.8 13.213.6 14.014.4 62歳

5.25.6 6.06.4 6.87.2 7.68.0 8.48.8 9.29.6 63歳

0.40.8 1.21.6 2.02.4 2.83.2 3.64.0 4.44.8 64歳

0.00.00.00.00.00.00.00.00.00.00.00.0 65歳

16.115.4 14.714.0 13.312.6 11.911.2 10.59.8 9.18.4 66歳

24.523.8 23.122.4 21.721.0 20.319.6 18.918.2 17.516.8 67歳

32.932.2 31.530.8 30.129.4 28.728.0 27.326.6 25.925.2 68歳

41.340.6 39.939.2 38.537.8 37.136.4 35.735.0 34.333.6 69歳

49.749.048.347.646.946.245.544.844.143.442.742.070歳

58.157.456.756.055.354.653.953.252.551.851.150.471歳

66.565.865.164.463.763.062.361.660.960.259.558.872歳

74.974.273.572.872.171.470.770.069.368.667.967.273歳

83.382.681.981.280.579.879.178.477.777.076.375.674歳

84.075歳

※ 年齢は、請求時の年齢です。
※ 繰上げ・繰下げ受給を希望するときは月単位で増減率が異なります。

減額（△） 133,072円

：831,700円×16.0％ ：831,700円×28.0％
増額（＋） 232,876円

82歳７ヵ月分以降も受給できる場合

は、65歳での請求の方が生涯受給額

が高くなります。

80歳3ヵ月分以後も受給できる場合は、

68歳4ヵ月での請求の方が生涯受給額

が高くなります。

＜82歳６ヵ月分まで＞

65歳での請求：14,554,750円

61歳8ヵ月での請求：14,554,750円

年金累計額

＜80歳２ヵ月分まで＞

65歳での請求：12,614,117円

68歳4ヵ月での請求：12,597,483円

繰上げ・繰下げ受給の増減率（％）

೷
ৣ
ऑ

೷
঱
ऑ

No.9-2 繰上げ受給・繰下げ受給

月
年齢
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加入期間年金額を増やすことが可能な方

65歳になるまでの間
（満額になるまで）

年金額が満額に到達していない方

65歳に達した日（65歳誕生日の前日）の属する月の前月までの間、厚生

年金・共済組合に加入しておらず、国民年金の繰上げ受給をしていないときは、60歳

以後（申出された月以後）でも任意加入した上で、保険料を納めることにより、年金額を

増やすことができます。ただし、申出された月より前にさかのぼって加入する

ことはできません。

任意加入で5年間
（60月）納付

35年（420月）納付済

20歳 60歳 65歳

831,700円 ×

→ 831,700円

831,700円 ×

→ 727,738円

420月

480月

480月

480月

103,962円
プラス

年金額を増やすには

具体例（年額）

任意加入の保険料の納付方法は、

口座振替または、クレジットカード納付

となっております。

※ 預金口座等を有しない方はご相談ください。

納付方法

No.10-1 任意加入

任意加入をやめるとき
任意加入をやめるときにも手続きが必要ですので、お住まいの市区町村窓口にて

手続きを行ってください。
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満たしていない方

受給要件を満たしていない場合、60歳に達した日の属する月以後（申出された月以後）70

歳に達した日が属する月の前月までの間、任意加入した上で保険料を納めることにより、

受給権を確保することができます。

ただし、申出された月より前にさかのぼって加入することはできません。

①で受給要件を満たさなかったときに、②の特例高齢任意加入が可能となります。

受給要件を満たすためには

加入期間任意加入が可能な方

①65歳になるまでの間①受給要件（10年）を満たしていない方

②70歳になるまでの間
（受給要件を満たすまで）

②受給要件（10年）を満たしていない、
または、満たさない見込みの方
ただし、昭和40年4月1日以前に生まれた方

任意加入可能（受給要件を満たすまで）

60歳 65歳 70歳

No.10-2 任意加入

① ②

60歳に達した日 ＝ 60歳誕生日の前日 70歳に達した日 ＝ 70歳誕生日の前日

任意加入の保険料の納付方法は、

口座振替または、クレジットカード納付

となっております。

※ 預金口座等を有しない方はご相談ください。

納付方法

任意加入をやめるとき
任意加入をやめるときにも手続きが必要ですので、お住まいの市区町村窓口にて

手続きを行ってください。
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定額保険料（17,510円）に加えて、付加保険料（月額400円）を納めた場合、年額

で【200円×付加保険料を納めた月数】の付加年金が加算されます。

１ヵ月間付加保険料を納めた場合

付加保険料を納めた場合は、以下の年金額を受け取れます。

No.11-1 付加保険料と付加年金

付加保険料を納めるには申込みが必要です。

付加保険料の納付は、申込みをした月分からとなります。

納付期限は、翌月末日となっています。

納付期限を経過した場合でも、期限から２年間は付加保険料を納めることが

できます。

付加保険料を納付することを希望しなくなった場合は、付加保険料納付辞退

申出書の提出が必要となります。

国民年金基金に加入している方は付加保険料を納めることはできません。

定額保険料が未納で付加保険料のみ納付したときは、付加保険料も未納に

なってしまいます。

１ヵ月間、付加保険料を

納めていた場合の受け取る年金額

＜給付額＞

200円 × １ヵ月

= 200円（年額）

なお、付加年金は定額のため、物価スライド（増額・減額）はありません。

納付済保険料

増加年金額

400円

200円

1年目

200円

2年目

200円

3年目

200円

4年目

・・・

付加保険料と付加年金

注意事項

年金を受け取り始めて2年で、納付した付加保険料の合計額に見合う付加年金額を

受け取ることができます。
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例えば、60歳から65歳になるまでの5年間、付加保険料を納めた場合の、

加算される年金額（年額）は次のとおりとなります。

200円 × 60月（5年）= 12,000円

付加保険料を5年間納めた場合の、納付合計額は次のとおりとなります。

400円 × 60月（5年）= 24,000円

※付加年金は定額のため、物価スライド（増額・減額）はありません。

24,000円

12,000円 12,000円 12,000円 12,000円

5年間付加保険料を納めた場合

納付済保険料

増加年金額

1年目 2年目 3年目 4年目

・・・

3年目以降、受給金額が納付
金額よりも多くなる

具体例

No.11-2 付加保険料と付加年金
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加入期間妻（夫）の生年月日

180月（15年）昭和22年4月1日以前

192月（16年）昭和22年4月2日～昭和23年4月1日

204月（17年）昭和23年4月2日～昭和24年4月1日

216月（18年）昭和24年4月2日～昭和25年4月1日

228月（19年）昭和25年4月2日～昭和26年4月1日

ご本人が大正15年4月2日から昭和41年4月1日までの間に生まれていること

次の要件を満たしている場合は、老齢基礎年金の額に加算がされます。

ご本人が老齢基礎年金の他に老齢厚生年金や退職共済年金を受けている場合は、厚生

年金保険または共済組合等の加入期間が240月未満であること、または、ご本人の

35歳以後（男性は40歳以後）の厚生年金保険の加入期間が、次の表未満であること

ご本人が老齢基礎年金を受給する資格を得たとき（65歳誕生日の前日）において、

配偶者によって生計を維持しており、その配偶者が受けている年金の加給年金額の

対象となっていたこと（ご本人、配偶者ともに新法の適用対象者である）

月額年額政令で定める率ご本人の生年月日

19,883円238,600円1大正15年4月2日～昭和2年4月1日

…………

7,158円85,896円0.360昭和25年4月2日～昭和26年4月1日

6,621円79,454円0.333昭和26年4月2日～昭和27年4月1日

6,104円73,250円0.307昭和27年4月2日～昭和28年4月1日

5,567円66,808円0.280昭和28年4月2日～昭和29年4月1日

5,030円60,366円0.253昭和29年4月2日～昭和30年4月1日

4,513円54,162円0.227昭和30年4月2日～昭和31年4月1日

3,988円47,860円0.200昭和31年4月2日～昭和32年4月1日

3,449円41,399円0.173昭和32年4月2日～昭和33年4月1日

2,931円35,177円0.147昭和33年4月2日～昭和34年4月1日

2,393円28,716円0.120昭和34年4月2日～昭和35年4月1日

1,854円22,255円0.093昭和35年4月2日～昭和36年4月1日

1,336円16,033円0.067昭和36年4月2日～昭和41年4月1日

－－－昭和41年4月2日以後

振替加算

No.12-1 振替加算

（参考）振替加算の額（令和７年４月～）
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60歳 65歳

65歳

老齢厚生年金報酬比例部分 ※

老齢基礎年金定額部分 ※

加給年金額

老齢基礎年金※ 特別支給の老齢厚生年金

振替加算額

＜一般例＞

夫が加給年金を受給する権利を取得した時点に妻の年齢がすでに65歳になっていた場合

⇒ 届出により、その時点で振替加算が行われます。

＜妻が年上の例＞

＜繰上げ、繰下げを行った例＞

繰上げ⇒受取りは65歳から

繰下げ⇒受取りは老齢基礎年金と同時。ただし、増額はされません。

繰下げの申出

୏

൲

୏

൲

൲

൲

60歳 65歳

老齢厚生年金報酬比例部分 ※

老齢基礎年金※ 特別支給の老齢厚生年金

65歳

老齢基礎年金

振替加算額

60歳 65歳

老齢基礎年金（繰上げ）

振替加算額

65歳

老齢基礎年金（繰下げ）

振替加算額

No.12-2 振替加算
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生計維持関係の認定要件

① 配偶者と住民票上同一世帯に属しているとき

② 配偶者と住民票上世帯を異にしているが、住所が住民票

上同一であるとき

③ 配偶者と住所が住民票上異なっているが、次のいずれか

に該当するとき

ア 現に起居を共にし、かつ、消費生活上の家計を一つに

していると認められるとき

イ 単身赴任、就学または病気療養等の止むを得ない事情

により住所が住民票上異なっているが、次のような

事実が認められ、その事情が消滅したときは、起居を

共にし、消費生活上の家計を一つにすると認められる

とき

（ⅰ）配偶者から生活費、療養費等の経済的な援助を

受けていること

（ⅱ）配偶者との間に定期的に音信、訪問があること

かつ

生計同一

要件

いずれか

収入要件

いずれか

ご本人と配偶者が生計を同一にしており、ご本人の収入または所得が一定金額未満で
あることなどが必要です。具体的には次の要件を満たす必要があります。

① 前年の収入（前年の収入が確定しない場合にあっては、

前々年の収入）が年額850万円未満であること

② 前年の所得（前年の所得が確定しない場合にあっては、

前々年の所得）が年額655.5万円未満であること

③ 一時的な所得があるときは、これを除いた後、前記①

または②に該当すること

④ 前記の①、②または③に該当しないが、定年退職等の

事情により近い将来（おおむね5年以内）収入が年額850

万円未満または所得が年額655.5万円未満となると

認められること

No.13-1 生計維持関係の認定要件
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初回受取り

年金が決定されて初めてお受取りできるのは、年金

証書が日本年金機構から送付されてから、おおむね

50日程度です。

ただし、2つ以上の年金を受ける権利のある方や、

年金給付に調整のある方は50日以上かかる場合が

あります。最初にお受取りになる金額は、原則として

受取り開始年月分から直近の偶数月の前月分までです。

※受取り開始年月分は年金証書に記載の「受給権を取得

した年月」の翌月分です。「年金決定通知書」に記載さ

れています。

※繰上げ請求、繰下げ申出の場合には、請求日の翌月分

から受取りが開始されます。

定期受取り

年金は2月、4月、6月、8月、10月、12月の偶数月

の15日（土曜日、日曜日、祝日の場合は、その直前

の営業日）にお受取りになれます。ただし、初めて

お受取りになるときや、さかのぼって過去の受取り

が発生した場合などは、奇数月にお受取りになる

ことがあります。

各定期月にお受取りになる年金額は受取り月の

前2ヵ月分です。

例：2月のお受取り ⇒ 前年12月と、1月の2ヵ月分

4月のお受取り ⇒ 2月と、3月の2ヵ月分

年金請求の手続きが終わると、下図のように各種通知書等が送付され、年金を受け

取れます。

「年金証書・年金決定通知書」でお知らせしている内容

は受給資格を取得した時点のものです。

老齢基礎年金の繰上げ請求をされる場合など、繰上げに

関する内容は「支給額変更通知書」でご確認ください。

受給資格の取得

年金請求

「年金証書・年金

決定通知書」を

日本年金機構から

送付

「年金振込通知

書」「年金支払通

知書」を日本年金

機構から送付

定期受取り

「年金振込通知書」「年金

支払通知書」は、年金額が

変更にならない限り、

年1回6月上旬に届きます。

年金の決定と受取り

お

お

む

ね

5

0

日

No.14-1 請求後の流れ

お

お

む

ね

6

0

日

初回受取り
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No.14-2 請求後の流れ

年金証書・年金決定通知書
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No.14-3 請求後の流れ

年金振込通知書

年金額改定通知書
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No.14-4 請求後の流れ

年金支払通知書



2920230701 A-10

No.14-5 請求後の流れ

支給額変更通知書支給額変更通知書
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老齢基礎年金以外の年金を受け取る権利があるとき

老齢基礎年金を受け取ることができる方が、障害基礎年金や遺族基礎年金などを受け取る

ことができる場合には、「1人1年金の原則」により、いずれか1つの年金を選択いただく

必要があります。

この場合、いずれか1つの年金を選択した上で、「年金受給選択申出書」を提出して

ください。

障害基礎年金老齢基礎年金

遺族基礎年金

選択

選択

（例）

No.15-1 複数の年金を受け取る権利があるとき

老齢基礎年金

あわせて
受取り可

老齢基礎年金

また、老齢厚生年金は老齢基礎年金と同じ事由で支払われるため、1つの年金とみなされ、

あわせて受け取ることができるます。

あわせて
受取り可

老齢基礎年金 退職共済年金

老齢厚生年金

なお、老齢基礎年金と遺族厚生年金のように事由が異なる２つ以上の年金を受け取るこ

とができる場合があります。

老齢基礎年金 遺族厚生年金あわせて
受取り可

（例）
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必ず提出・添付するもの

請求書等記入例 – 必要書類を含む –

預金通帳、貯金通帳、キャッシュカード等（コピー可）※年金請求書に金融機関の証

明を受けた場合又は公金受取口座として登録済の口座を指定する場合は不要

生年月日を証する書類として 、戸籍の謄本（戸籍の全部事項証明書）、戸籍の抄本

（戸籍の個人事項証明書）、戸籍の記載事項証明書（戸籍の一部事項証明書）、住民

票、住民票の記載事項証明書のいずれか（年金請求書で個人番号（マイナンバー）を

記入済みの方は省略可）

「配偶者なし」の場合

＜以前交付されていた年金手帳＞

年金手帳、基礎年金番号通知書または年金証書

年金請求書（国民年金・厚生年金保険老齢給付）
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その他状況に応じて必要な書類

委任状（代理人が請求する場合） ※請求者本人が署名したもの

窓口にお越しになる方の身分を確認できるもの ※運転免許証、パスポート等

老齢基礎年金支給繰上げ請求書、老齢基礎年金支給繰下げ申出書 ※希望する場合

年金受給選択申出書 ※他の年金を受け取っている場合

年金裁定請求の遅延に関する申立書

※受給権発生日の翌日から5年経過した場合に提出（繰下げ申出時を除く）

合算対象期間が確認できる書類

年金証書 ※他の公的年金から年金を受けている場合

請求書等記入例 – 必要書類を含む –
「配偶者なし」の場合

市区町村で受付できない場合

厚生年金のみの方

複数の年金制度に加入の方

国民年金（第3号）の方

お近くの年金事務所、

または街角の年金相談センター
へお問い合わせください。
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必ず提出・添付するもの

（請求者とその配偶者の）年金手帳、年金証書または基礎年金番号通知書

請求書等記入例 – 必要書類を含む –

預金通帳、貯金通帳、キャッシュカード等（コピー可）※年金請求書に金融機関の証

明を受けた場合又は公金受取口座として登録済の口座を指定する場合は不要

生年月日を証する書類として 、戸籍の謄本（戸籍の全部事項証明書）、戸籍の抄本

（戸籍の個人事項証明書）、戸籍の記載事項証明書（戸籍の一部事項証明書）、住民

票、住民票の記載事項証明書のいずれか（※）

住民票（世帯全員・本籍地・続柄記載）（※）

※ 年金請求書で個人番号（マイナンバー）を記入済みの方は省略可

「配偶者あり」の場合

＜以前交付されていた年金手帳＞

年金請求書（国民年金・厚生年金保険老齢給付）
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生計維持関係の書類

ご本人と配偶者の身分関係を明らかにできる戸籍謄本等（年金請求書で個人番号（マ

イナンバー）を記入済みの方は省略可）

生計同一関係に関する申立書（配偶者と別居等されている請求者の場合で、第三者の

証明もしくは第三者の証明に代わる書類の添付が必要）

事実婚関係に関する申立書（該当する方の場合に必要）

請求書等記入例 – 必要書類を含む –

【第三者の証明に代わる書類】

・資格確認書の写し等

※健康保険等の被扶養者の場合（国民健康保険以外）

・給与明細または賃金台帳等 ※給与計算上、扶養手当等の対象になっている場合

・源泉徴収票または課税（非課税）証明書等 ※税法上の扶養家族になっている場合

・定期的に送金されていたことのわかる現金書留の封筒または預貯金通帳等

※定期的に送金がある場合

収入に関する下記のいずれかの書類（マイナンバーで収入確認できる場合は省略可）

所得証明書、課税（非課税）証明書、源泉徴収票

※ご本人の年収が850万円（所得が655.5万円）未満の場合

資格確認書の写し等

※健康保険等の被扶養者の場合（国民健康保険以外）

第3号被保険者認定通知書（第3号被保険者資格該当通知書）、年金手帳（第3号被保

険者である旨の記載があるものに限る） ※国民年金第3号被保険者の場合

年金証書および決定通知書（裁定通知書）

※公的年金の加給年金額対象者または加算額対象者の場合

国民年金保険料免除該当通知書、国民年金保険料免除申請承認通知書

※国民年金保険料免除者の場合

保護開始決定通知書 ※生活保護受給者の場合

その他状況に応じて必要な書類

委任状（代理人が請求する場合）

窓口にお越しになる方の身分を確認できるもの ※運転免許証、パスポート等

老齢基礎年金支給繰上げ請求書、老齢基礎年金支給繰下げ申出書 ※希望する場合

年金受給選択申出書 ※他の年金を受け取っている場合

年金裁定請求の遅延に関する申立書

※受給権発生日の翌日から5年経過した場合に提出

合算対象期間が確認できる書類

年金証書 ※他の公的年金から年金を受けている場合

「振替加算に該当する請求者」は生計維持関係の書類及び収入に関する書類が必要
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年金請求書記載例（ターンアラウンド請求書）

請求書等記入例 – 必要書類を含む –

記入例
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書記載例（ターンアラウンド請求書）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書記載例（ターンアラウンド請求書）

記入例
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書記載例（ターンアラウンド請求書）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書記載例（ターンアラウンド請求書）

記入例
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書記載例（ターンアラウンド請求書）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書記載例（ターンアラウンド請求書）

記入例
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書記載例（ターンアラウンド請求書）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書記載例（ターンアラウンド請求書）

記入例
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書記載例（ターンアラウンド請求書）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書記載例（ターンアラウンド請求書）

記入例
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書記載例（ターンアラウンド請求書）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書記載例（ターンアラウンド請求書）

記入例
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書記載例（ターンアラウンド請求書）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書記載例（ターンアラウンド請求書）

記入例
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書記載例（ターンアラウンド請求書）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書記載例（ターンアラウンド請求書）

記入例
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書記載例（ターンアラウンド請求書）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書（様式第101号）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書（様式第101号）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書（様式第101号）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書（様式第101号）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書（様式第101号）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書（様式第101号）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書（様式第101号）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書（様式第101号）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書（様式第101号）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書（様式第101号）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書（様式第101号）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書（様式第101号）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書（様式第101号）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書（様式第101号）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書（様式第101号）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書（様式第101号）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書（様式第101号）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書（様式第101号）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書（様式第101号）
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書（様式第101号）

　（３）は保険料納付済期間(厚生年金保険や共済組合等の加入期間を含む)および保険料免除期間の

　　合計が25年未満の方のみご記入ください。

確認項目（記入欄） 必要な書類の例項番

・昭和６１年３月以前に婚姻していた期間がある

・海外に住んでいたことがある

・外国籍である（あった）方で、65歳到達の前日（65歳の誕生日の前々日）
　までに帰化又は永住許可を受けている

・平成3年3月以前に大学院・大学・短期大学・専修学校・各種学校
　の学生であったことがある
（夜間部・通信制は除く。）

・昭和61年3月以前に本人または配偶者が、国会議員・地方議会議員
であったことがある

・昭和61年3月以前に国民年金の任意脱退の承認を受けたことがある

カナ氏名：
漢字氏名：　　　　　　　　　　　　　　

※生年月日： 大正・昭和　 　年　 　月　 日

※基礎年金番号：

⇒過去に婚姻していた相手方について以下にご記入ください。

（現に婚姻中の相手方については、9ページにご記入ください。）

①

②

③

④

⑤

⑥

・婚姻期間が確認できる戸籍謄本
または戸籍抄本※

・海外に居住していた期間が確認できる
　戸籍の附票の写し

以下のいずれかの書類
・帰化日が確認できる戸籍謄本または

　戸籍抄本

・永住許可年月日が記載された

在留カード等

・特別永住者証明書

・在籍（期間）証明書等

・国会議員、地方議会議員の期間を
  証明できる書類

・都道府県知事等の承認により国民
　年金の被保険者とされなかった期
　間が確認できる書類

✔

✔

✔

✔

✔

✔

※生年月日や基礎年金番号はわかる範囲でご記入ください。
複数名いる場合は、余白にご記入ください。

・なし⑧
✔ ・上記①～⑦に該当しない

⑦ ✔ ・本人または配偶者が、４ページの最下段に記載の年金または恩給
　を受けていたことがある

・年金または恩給を受けていたこと
　が確認できる証書等

結婚から離婚または死別まで確認できる
もの。複数回婚姻されている場合は、
すべての戸籍全部事項証明

※

※年金請求書を共済組合等に提出する場合は、上記の項目に関して、年金事務所で年金加入期間確認通知書
（合算対象期間用）の発行を受け、年金請求書と合わせて提出する必要があります。

(３)20歳から60歳までの期間における婚姻期間や年金に加入していない期間等について、以下の該当する項番を
    チェックしてください。
　（以下の①～⑦に該当する場合は、添付書類が必要となる場合があります※。）

　　※以下の書類のほか、受給資格期間の確認のため、別途、他の書類の提出をお願いすることがありますので、
　　　お近くの年金事務所へ事前にご相談ください。

３．これまでの年金の加入状況についてご記入ください。    

履 歴(公的年金制度加入経過)
 　※できるだけ詳しく、正確にご記入ください。

　（右欄にチェックした場合は記入不要です。）　　　　　　　　　　  

(1)事業所(船舶所有者)の名称および船員
   であったときはその船舶名

(2)事業所(船舶所有者)の所在地または

   国民年金加入時の住所

(3)勤務期間または国民年金

   の加入期間

(4)加入していた

 年金制度の種類

1．国民年金

2．厚生年金保険

3．厚生年金(船員)保険

4．共済組合等

最
　
初

1．国民年金

2．厚生年金保険

3．厚生年金(船員)保険

4．共済組合等

2

1．国民年金

2．厚生年金保険

3．厚生年金(船員)保険

4．共済組合等

3

1．国民年金

(１)年金制度の被保険者または組合員となっていた期間について、下記の履歴欄にご記入ください。 

被保険者記録照会回答票の記載内容と相違ない

被保険者記録照会回答票 を添付する場合は、以下にチェックしてください 。

✔

(自)

(至)

年 月 日

年 月 日

(自)

(至)

年 月 日

年 月 日

(自)

(至)

年 月 日

年 月 日

(自) 年 月 日

＜請求書3ページ＞

＜請求書5ページ＞

加入していた年金制度が国民年金
のときは、記入不要です。

事業所（会社）の名称、所在地が現
在変わっている場合でも、勤務して
いた当時のものをご記入ください。

保険料納付済期間（厚生年金保険や
共済組合等の加入期間を含む）およ
び保険料免除期間の合計が25年未
満の場合は、項番①～⑧をご確認い
ただき、該当する項目にご記入くだ
さい。
なお、項番①～⑦に該当する場合
は、添付書類が必要となる場合があ
ります。必要書類は事前にお近くの
年金事務所にご確認ください。

〇〇建設（株）

〇〇化学（株）
〇〇〇支店

S60

S58

S60

４ 9

9 19

9 20

H3 3 31

H3 ４ １

在 職 中

八王子市〇〇
X-X-XXX

千代田区〇〇
X-X

杉並区〇〇〇
X-X-X

年金記録の確認のため、旧姓名をご
記入ください。
３回以上改姓・改名をしている場合
は、余白にご記入ください。

５

変更日変更日

旧姓名

(フリガナ)

(氏) (名)

(２)改姓・改名をしているときは、旧姓名および変更した年月日をご記入ください。※年金記録の確認に使用します。

年 月 日昭和・平成・令和

旧姓名

(フリガナ)

(氏) (名)

昭和・平成・令和 年 月 日

厚 年 太 郎
コ ウ ネ ン タ ロ ウ

XX　XX　XX

被保険者記録照会回答票をお持ち
の方は、☑することで、履歴欄の
記入を省略できます。
被保険者記録照会回答票の内容を
ご確認いただき、相違なければ、
☑してください。
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書記載例（様式第101号）

７

４-１．現在の年金の請求状況についてご記入ください。

　今回請求する年金の他に現在請求中の公的年金があれば〇で囲んでください。
　（請求中の年金がない場合は記入不要です。）

公的年金制度名 年金の種類

老齢または退職

障害

遺族

ア．国民年金法 イ．厚生年金保険法 ウ．船員保険法

エ．国家公務員共済組合法 オ．地方公務員等共済組合法　カ．私立学校教職員共済法

キ．その他（　　　　　　　　　　　　　）

４-２．雇用保険の加入状況についてご記入ください。

22

(１) 雇用保険に加入したことがありますか。

※（３）に記入した場合、雇用保険被保険者証等の番号が確認できる書類の添付が必要です。

雇用保険
被保険者番号

(３) （２）で「いいえ」を○で囲んだ方は雇用保険被保険者番号(10桁または11桁)を左詰めでご記入ください。

はい       ・      いいえ

65歳になるまでの老齢厚生年金（特別支給の老齢厚生年金を含みます）を請求する方は以下をご記入ください。

(２) （１）で「はい」を○で囲んだ方は次の質問についてご記入ください。
　年金請求書を提出する時点で、最後に雇用保険の被保険者でなくなった日から7年以上経過していますか。

（１）で「いいえ」を〇で囲んだ方
は（４）へお進みください。

（２）で「はい」を〇で囲んだ方
　は次ページへお進みください。

（４）（１）で「いいえ」を〇で囲んだ方は雇用保険に加入していなかった理由について、
　　　次のアまたはイのいずれかをチェックしてください 。

　　雇用保険の加入事業所に勤めていたが、雇用保険の被保険者から除外されていたため。

雇用保険法による適用事業所に雇用される者であるが、雇用保険被保険者の適用除
外であり、雇用保険被保険者証の交付を受けたことがない。
（例 事業主、事業主の妻等）

　　雇用保険に加入していない事業所に勤めていたため。
雇用保険法による適用事業所に雇用されたことがないため、雇用保険被保険者証の
交付を受けたことがない。

✔

✔

ア

イ

（５）60歳から65歳になるまでの間に、雇用保険の基本手当または高年齢雇用継続給付を受けていますか(または受け
　　　たことがありますか)。｢はい｣または｢いいえ｣を○で囲んでください。

はい　・　いいえ

はい       ・      いいえ

※(５)は共済組合の加入期間がある方のみご記入ください。

９

５-１．配偶者についてご記入ください。
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３

４

はい ・　いいえ

（１）配偶者はいますか。

　①　配偶者の氏名、生年月日、個人番号(または基礎年金番号)、性別についてご記入ください。

氏名

(フリガナ)

(氏) (名)
生年月日

性別

3.大正

5.昭和

7.平成

年 月 日

１. 男
２.　女

(フリガナ)

個人番号
 (または

基礎年金番号)

※

※個人番号(マイナンバー)については、14ページをご確認ください。基礎年金番号(10桁)で届出する場合は左詰めでご記入ください。

　②　配偶者の住所がご本人(年金を受ける方)の住所と異なる場合は、配偶者の住所をご記入ください。

郵便番号

住所

建物名

市 区

町 村

③ 配偶者について、現在請求中の公的年金があれば〇で囲んでください。

　（請求中の年金がない場合は記入不要です。）

公的年金制度名 年金の種類

　老齢または退職

　障害

遺族

ア．国民年金法 イ．厚生年金保険法 ウ．船員保険法

エ．国家公務員共済組合法　オ．地方公務員等共済組合法　カ．私立学校教職員共済法

キ．その他（　　　　　　　　　　　　　）

④ 加給年金額および振替加算に関する生計維持の申し立てについてご記入ください。

生計維持関係に関する申立書

以下の２つの要件を満たしているとき、「生計維持されている」といいます。

ア 生計を同じくしていること（例） 同居している。単身赴任等で住所が異なっているが生活費を共にしている。

イ 収入要件を満たしていること
年収850万円(所得655.5万円)以上を将来にわたって有しないことが認められること。

(２) （１）で「はい」を〇で囲んだ方は、次の①～④についてご記入ください。

「いいえ」を〇で囲んだ方は次ページへお進みください。

令 和 年 月 日申立日
（記入日）

２．上記の配偶者または本人の年収について、該当するものを〇で囲んでください。

配偶者

(2)おおむね5年以内に年収850万円 
 （所得655.5万円）未満となる見込み
  がありますか。

はい※ ・ いいえ

本人 はい※   ・ いいえ

１．上記の配偶者と生計を同じくしていますか。該当するものを〇で囲んでください。

（加給年金額に関する申立て）

（振替加算に関する申立て）

対象者

はい　  ・  　いいえ

はい ・ いいえ

(1)年収は850万円未満ですか。
  (または所得655.5万円未満ですか。)

はい ・ いいえ

（同居している場合や、単身赴任等で住所が異なっているが生活費を共にしている場合は生計を同じくしていることとなります。）

※（２）で「はい」を〇で囲んだ方は、おおむね5年以内に年収850万円（所得655.5万円）
   未満となる見込みがあることが確認できる書類の添付が必要となります。

(1)で「いいえ」を〇で囲んだ方のみご記入
ください。

ご本人（年金を受ける方）によって生計維持されている配偶者や子がいる場合、「加給年金額」が加算される場合があります。
また、ご本人（年金を受ける方）が配偶者によって生計維持されている場合、「振替加算」が加算される場合があります。

現在請求中の公的年金があれば、〇で囲んでく
ださい。
なお、2つ以上の年金を受ける権利を得た場合
は、原則として、どちらか一方の年金を選択す
ることになり、もう一方の年金は支給停止にな
ります。詳しくは、「ねんきんダイヤル」また
はお近くの年金事務所にお問い合わせくださ
い。

※（２）で「いいえ」を○で囲んだ場合は、直 
 近に交付された雇用保険被保険者証等に記載 
 された雇用保険被保険者番号を（３）にご記
 入ください。
 （１）で「いいえ」を○で囲んだ方は、（４）
 の記入が必要です。

＜請求書7ページ＞

X X X X X X X X X X X

生計を同じくしている配偶者がいる場合に記入
してください。

＜請求書9ページ＞

X X X X X X X X X X X X

年 金 花 子
ネ ン キ ン ハ ナ コ

XX XX XX
配偶者のマイナンバーを記入いただくことで、
戸籍の添付を省略できる場合があります。

X X  X X  X X

1.で「はい」を○で囲んだ場合、同居の事実を
明らかにすることができる住民票（コピー不
可）が必要です。

※マイナンバーを記入した方の住民票は不要
 です。

収入について証明する書類が必要です。

※マイナンバーを記入した方の収入について
 証明する書類は不要です。

ご本人（年金を受ける方）によって生計を維持
されている配偶者がいる場合または、ご本人
（年金を受ける方）が配偶者によって生計を維
持されている場合は「生計維持関係に関する申
立書」をご記入ください。

生計維持に関する④の説明をお読みいただき、
「加給年金額」に該当する場合は、上段の「は
い」を○で囲んでください。「振替加算」に該
当する場合は、下段の「はい」を○で囲んでく
ださい。どちらにも該当する場合は、上下段両
方の「はい」を○で囲んでください。
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請求書等記入例 – 必要書類を含む –

年金請求書記載例（様式第101号）

11

５-２．子についてご記入ください。

32

33

32

33 33

32

はい　・　いいえ

　①　子の氏名、生年月日、個人番号(マイナンバー)および障害の状態についてご記入ください。
　　　(４人目以降は別紙にご記入ください。)

子の氏名

子の氏名

(フリガナ)

(氏) (名)

(フリガナ)

(氏) (名)

生年月日

障害の状態

生年月日

障害の状態

7.平成

9.令和
年 月 日

ある　・　ない

年 月 日

ある ・ ない

診

診

②　加給年金額に関する生計維持の申し立てについてご記入ください。

２．上記の子の年収について、該当するものを〇で囲んでください。

※（２）で「はい」を〇で囲んだ方は、おおむね5年以内に年収850万円（所得655.5万円）
   未満となる見込みがあることが確認できる書類の添付が必要となります。

対象者

A欄の子

34 34 34(フリガナ)

(氏) (名) 生年月日

障害の状態

年 月 日

ある ・　ない

診
子の氏名

令和　　　　年　　　　月　　　　日
　

申立日
（記入日）

生計維持関係に関する申立書

以下の２つの要件を満たしているとき、「生計維持されている」といいます。

ア 生計を同じくしていること（例）同居している。単身赴任等で住所が異なっているが生活費を共にしている。

イ 収入要件を満たしていること
　　年収850万円(所得655.5万円)以上を将来にわたって有しないことが認められること。

（１）以下のいずれかに該当する「子」はいますか。

「いいえ」を〇で囲んだ方は次ページへお進みください。

(２) （１）で「はい」を〇で囲んだ方は、次の①～②についてご記入ください。

B欄の子

C欄の子

A
欄

B
欄

C
欄

①  18歳になった後の最初の3月31日までにある子

②  20歳未満であって、国民年金法施行令別表に定める障害等級１級･２級の障害の状態にある子

(2)おおむね5年以内に年収850万円 
 （所得655.5万円）未満となる見込み
  がありますか。

(1)で「いいえ」を〇で囲んだ方のみご記入
ください。

１．上記の子と生計を同じくしていますか。該当するものを〇で囲んでください。

(1)年収は850万円未満ですか。
(または所得655.5万円未満ですか。)

はい ・　いいえ

（同居している場合や、単身赴任等で住所が異なっているが生活費を共にしている場合は生計を同じくしていることとなります。）

はい※　・　いいえ

はい※　・　いいえ

はい　・　いいえ

はい ・ いいえ

はい※　・ いいえはい ・　いいえ

ご本人（年金を受ける方）によって生計維持されている子がいる場合、「加給年金額」が加算される場合があります。

別紙有無

有

職員記入欄

個人番号
(マイナンバー)

個人番号
(マイナンバー)

個人番号
(マイナンバー)

7.平成

9.令和

7.平成

9.令和

氏　名

ご本人

との関係

フリガナ

住　所

電話    　　－　　　　－　　　　

住　所

〒 　　　－

委任する

内容

氏　名

 

生
年
月
日

　　　　　年　　　月　　　日

●委任する事項を次の項目から選んで○で囲んでください。５.を選んだ場合には委任する内容を具体的に

　ご記入ください。

　１．年金および年金生活者支援給付金の請求について

　２．年金および年金生活者支援給付金の見込額について

３．年金の加入期間について

４．各種再交付手続きについて

　５．その他(具体的にご記入ください)

　    (　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

　　　　　　　　　　　　　

●「年金の加入期間」や「見込額」などの交付について

　Ａ．代理人に交付を希望する　　Ｂ．本人あて郵送を希望する　　

令和 年 月 日作成日

委 任 状

※前頁の注意事項をお読みいただき、記入漏れのないようにお願いします。

　なお、委任状の記入内容に不備があったり、本人確認ができない場合はご相談に応じられないことがあります。

私は、上記の者を代理人と定め、以下の内容を委任します。

基礎年金

番号

6．代理人に手続きを委任される場合にご記入ください。

建物名

建物名

＊ご本人（委任する方）がご記入ください。

－

大正

昭和

(旧姓　　　　　　　　)

フリガナ

〒   　　　－

電話    　　　　－　　　　　－　　　　

代理人

ご本人 ＊ご本人（委任する方）がご記入ください。

13

1.で「はい」を○で囲んだ場合、同居の事実を
明らかにすることができる住民票（コピー不
可）が必要です。

＜ ＞請求書11ページ

※子のマイナンバーを記入した場合、住民票は 
 不要です。

請求書13ページ＜ ＞

収入について証明する書類が必要です。

年 金  次 郎

X X  XX   XX

年金  太郎

国年  三郎
コクネン　サブロウ

ネ ン キ ン 　 タ ロ ウ

XX  XX  XX

XX  XX  XX

X X X X X X X X X X

会 社の同 僚

0 9 0 ＸＸＸＸ ＸＸＸＸ

09 0 ＸＸＸＸ ＸＸＸＸ

1 6 8  0 0 7 1

杉並区高井戸西３丁目５番２４号

16 8　XXXX

杉並区 〇〇〇〇 9-9-9
〇〇マンション101

ネ ン キ ン ジ ロ ウ

X X X X X X X X X X X X

XX XX  XX

生計を同じくしている子がいる場合にご記入く
ださい。
※「子」とは、18歳になった年度の3月31日ま
 での間の子、または20歳未満で障害等級1級・
 2級の障害状態にある子

子のマイナンバーを記入いただくことで、戸籍
の添付を省略できる場合があります。

※子のマイナンバーを記入した場合、収入につい
 て証明する書類は不要です。

「ある」を〇で囲んだ場合は、診断書の提出
が必要です。

ご本人（年金を受ける方）によって生計を維持
されている子がいる場合は、「生計維持関係に
関する申立書」をご記入ください。

 対象となる子が３人を超える場合は、４人目
 以降を別紙にご記入の上、請求書に添付して
 ください。なお、別紙の様式については、日
 本年金機構のホームページに掲載しています
 ので、ご活用ください。

※

・マイナンバーにより情報連携ができない場合
 (マイナンバーのご記入がない場合等)

・過去5年分より前の住民票又は所得証明書等が
 必要な場合

・令和4年1月10日以前に亡くなった方の
 情報を確認するために戸籍が必要な場合

・戸籍の電算化前に別の戸籍に移った方の
 情報を確認するために戸籍が必要な場合(※)

 ※市区町村の電算化の時期によってはマイナンバー
  による情報連携で確認ができない場合があります
  ので、ご了承ください。戸籍の電算化について
  は、平成6年より順次行われており、令和2年9月
  28日に全市区町村で完了しています。

■個人番号(マイナンバー)による戸籍、
 住民票、所得証明書等の添付省略について

 マイナンバーによる 情報連携 の仕組みを
利用して、情報の取得を行うことにより、
戸籍、住民票、所得証明書等の添付省略 を
行っています。

 なお、以下の場合については、原則、戸
籍、住民票、所得証明書等が必要となりま
す。
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年金請求書記載例（様式第101号）

（１）ご本人（年金を受ける方）の氏名、生年月日、住所、基礎年金番号を記入してください。
　　　 ご本人自身が障害者・寡婦等に該当しない場合は、下記事項を〇で囲む必要はありません。

１ １ ５ ０提出日

電話番号 　　　－　　 　　－　　　　

令和　  　年　 　　月 　 　　日提出

　（２）上記の提出年の扶養親族等の状況についてご記入ください。

＊提出年より前に年金が受けられる場合は、過去の年分の扶養親族等申告書をすべて提出していただくことになります。

　（申告書は年金事務所に用意してあります）

＊「扶養親族（16歳未満）」欄は、地方税法第４５条の３の３および第３１７条の３の３の規定による「公的年金等受給者の扶養親族等申告書」

  の記載欄を兼ねています。

＊控除対象配偶者や扶養親族の個人番号を確認する書類は提出する必要はありません。

（年金の支払者）　官署支出官　厚生労働省年金局事業企画課長　   法人番号　6000012070001

３．公的年金等の受給者の扶養親族等申告書についてご記入ください。

提出年 令和　　　　　　　　年

フリガナ
氏　　　名

続柄
所得金額

 同居・別居
 の区分

生年月日

個人番号（マイナンバー）

源泉控除対象
配偶者
または

障害者に該当
する同一生計

配偶者

摘要

本人障害
1.普通障害

2.特別障害

扶養親族
（16歳未満）

控除対象
扶養親族

（16歳以上）

い

寡婦等

　　万円（年間）

1.同居
2.別居年　 月　 日

1明 3大

5昭 7平

年　 月　 日

年　 月　 日

7平成

9令和

年　 月　 日 1.普通障害

2.特別障害

1.普通障害

2.特別障害

　　万円（年間）

1.普通障害

2.特別障害

年　 月　 日

　　万円（年間）

1.普通障害

2.特別障害

う

1明 3大
5昭 7平
9令

1明 3大
5昭 7平
9令

非居住者

1.夫

2.妻

種別

2.老人

1.特定　2.老人

1.特定　2.老人

1.非居住

　　万円（年間）

1.同居
2.別居

1.同居
2.別居

1.同居
2.別居

1.非居住

1.同居
2.別居

　　万円（年間）1.非居住

1.非居住

1.非居住

障　害

1.非居住

配偶者
の区分

1.普通障害

2.特別障害

　　　

本人所得

う え
年間所得の見積額が

900万円を超える

収入が年金のみで、以下のいずれかに該当する。
１．65歳以上の場合、年金額が158万円以下
２．65歳未満の場合、年金額が108万円以下

か きう

7平成

9令和

あ

お

か

　　　

郵便番号

基礎年金番号

氏　名

住　所

-

-

（フリガナ）

（フリガナ）

（氏） （名）
　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

市　区

建物名町　村

1明　3大

　
5昭

1.寡婦　　2.ひとり親

4.寡婦　 5.ひとり親

（本人所得と配偶者所
得、退職所得の有無から
該当するコードを記載）

機構
使用欄

き

　　   　（ご本人に控除対象配偶者や扶養親族がない場合は、 下記事項を記入する必要はありません。）

う か き については「摘要」欄に記入が必要な場合があります。16ページの各欄の説明をご覧ください。

く

く

く

地方税控除　（退職所得を除く）

17

－

－

１．ご本人(年金を受ける方)について、ご記入ください。

１ １ ５ ０

年金コード 進 達 番 号

01

作成原因

(１)基礎年金番号と異なる記号番号の年金手帳等をお持ちの場合は、その年金手帳等の記号番号をすべてご記入く
　  ださい。

厚生年金保険
国 民 年 金
船 員 保 険

の
手帳記号番号

－

－

機構独自項目

(２)昭和36年4月1日から昭和47年5月14日までに沖縄に住んでいたことがありますか。
　　該当する場合は右欄にチェックしてください。

２．配偶者についてご記入ください。

配偶者について、基礎年金番号と異なる記号番号の年金手帳等をお持ちの場合は、その年金手帳等の記号番号をすべて
ご記入ください。

厚生年金保険

国  民  年 金
船  員  保 険

の
手帳記号番号

－

－

－

－

7

6

入力処理コード

４ ０３ ０ ０ １

✔

※ 手帳記号番号を記入した方は「年金手帳」または「厚生年金保険被保険者証」のコピーを添付してください。

※ 手帳記号番号を記入した方は「年金手帳」または「厚生年金保険被保険者証」のコピーを添付してください。

＜請求書15ページ＞

＜請求書17ページ＞

基礎年金番号と異なる記号番号が記載された年金
手帳等をお持ちの場合は、その記号番号をすべて
ご記入ください。
また、記号番号を記入された場合は、ご記入いた
だいた年金手帳等のコピーを添付してください。

X X X X  X X X X X X

X X X X  X X X X X X

所得の見積金額をご記入ください。
「配偶者の区分」欄に〇をした場合
は、記入不要です。

配偶者の収入が年金のみで、「配偶者の区分」の
金額に該当する場合、〇で囲んでください。

7

ネ ン キ ン タ ロ ウ

年 金 太 郎

X X X X X X X X X X X X

杉並 高井戸西３丁目５番２４号

ス ギ ナ ミ ク タ カ イ ド ニ シ ３ - ５ - ２ ４

1 6 8  0 0 7 1

X X X X  X X X X X X

X X  XX  XX

0 9 0 ＸＸＸＸ

年 金

ネンキン  ジロウ

一 郎

子年 金 次 郎

ネンキン  イチロウ

ネンキン  ハナコ

年金 花子

7 XX XX

0

年金太郎は身体障害者手帳の３級
　　（平成XX年XX月XX日交付）
年金花子は身体障害者手帳の２級
　　（平成XX年XX月XX日交付）

ご本人の所得の見積金額が900万円を
超える場合、〇で囲んでください。

ＸＸＸＸ

子 0

障害のある方は、『普通障害』か
『特別障害』いずれかを○で囲んで
ください。
「摘要」欄に、氏名、身体障害者手
帳などの種類と交付年月日、障害の
程度（等級など）をご記入くださ
い。

ＸＸ ＸＸ ＸＸ 

ＸＸ ＸＸ ＸＸ 

X X X X X X X X X X X X

X X X X X X X X X X X X

ＸＸ ＸＸ ＸＸ 
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場合に応じて提出・添付するもの①

老齢基礎年金支給繰上げ請求書（繰上げ請求する場合）

請求書等記入例 – 必要書類を含む –
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場合に応じて提出・添付するもの②

老齢基礎年金支給繰下げ申出書（年金の請求と同時に繰下げ申出する場合）

請求書等記入例 – 必要書類を含む –
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年金受給選択申出書（他の年金を受け取っている場合）

場合に応じて提出・添付するもの③

請求書等記入例 – 必要書類を含む –
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年金裁定請求の遅延に関する申立書

場合に応じて提出・添付するもの④

請求書等記入例 – 必要書類を含む –
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生計同一関係に関する申立書

場合に応じて提出・添付するもの⑤

請求書等記入例 – 必要書類を含む –
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生計同一関係に関する申立書

場合に応じて提出・添付するもの⑤

請求書等記入例 – 必要書類を含む –



8220210401 A-10

生計同一関係に関する申立書

場合に応じて提出・添付するもの⑤

請求書等記入例 – 必要書類を含む –
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生計同一関係に関する申立書

場合に応じて提出・添付するもの⑤

請求書等記入例 – 必要書類を含む –
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事実婚関係に関する申立書

場合に応じて提出・添付するもの⑥

請求書等記入例 – 必要書類を含む –
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事実婚関係に関する申立書

場合に応じて提出・添付するもの⑥

請求書等記入例 – 必要書類を含む –
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事実婚関係に関する申立書

場合に応じて提出・添付するもの⑥

請求書等記入例 – 必要書類を含む –
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事実婚関係に関する申立書

場合に応じて提出・添付するもの⑥

請求書等記入例 – 必要書類を含む –
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– 年齢早見表–（令和8年1月1日～12月31日）

年齢西暦（年）和暦（年）

601959昭和34

591960昭和35

581961昭和36

571962昭和37

561963昭和38

551964昭和39

541965昭和40

531966昭和41

521967昭和42

511968昭和43

501969昭和44

491970昭和45

481971昭和46

471972昭和47

461973昭和48

451974昭和49

441975昭和50

431976昭和51

421977昭和52

411978昭和53

401979昭和54

391980昭和55

381981昭和56

371982昭和57

361983昭和58

351984昭和59

341985昭和60

331986昭和61

321987昭和62

311988昭和63

年齢西暦（年）和暦（年）

601962昭和37

591963昭和38

581964昭和39

571965昭和40

561966昭和41

551967昭和42

541968昭和43

531969昭和44

521970昭和45

511971昭和46

501972昭和47

491973昭和48

481974昭和49

471975昭和50

461976昭和51

451977昭和52

441978昭和53

431979昭和54

421980昭和55

411981昭和56

401982昭和57

391983昭和58

381984昭和59

371985昭和60

361986昭和61

351987昭和62

341988昭和63

331989
昭和64／平

成元

321990平成2

311991平成3

年齢西暦（年）和暦（年）

301992平成4

291993平成5

281994平成6

271995平成7

261996平成8

251997平成9

241998平成10

231999平成11

222000平成12

212001平成13

202002平成14

192003平成15

182004平成16

172005平成17

162006平成18

152007平成19

142008平成20

132009平成21

122010平成22

112011平成23

102012平成24

92013平成25

82014平成26

72015平成27

62016平成28

52017平成29

42018平成30

32019
平成31年／

令和元

22020令和2年

１2021令和3年

年齢西暦（年）和暦（年）

601958昭和33

591959昭和34

581960昭和35

571961昭和36

561962昭和37

551963昭和38

541964昭和39

531965昭和40

521966昭和41

511967昭和42

501968昭和43

491969昭和44

481970昭和45

471971昭和46

461972昭和47

451973昭和48

441974昭和49

431975昭和50

421976昭和51

411977昭和52

401978昭和53

391979昭和54

381980昭和55

371981昭和56

361982昭和57

351983昭和58

341984昭和59

331985昭和60

321986昭和61

311987昭和62

年齢西暦（年）和暦（年）

301988昭和63

291989
昭和64／
平成元

281990平成2

271991平成3

261992平成4

251993平成5

241994平成6

231995平成7

221996平成8

211997平成9

201998平成10

191999平成11

182000平成12

172001平成13

162002平成14

152003平成15

142004平成16

132005平成17

122006平成18

112007平成19

102008平成20

92009平成21

82010平成22

72011平成23

62012平成24

52013平成25

42014平成26

32015平成27

22016平成28

12017平成29

年齢西暦（年）和暦（年）

301996平成8

291997平成9

281998平成10

271999平成11

262000平成12

252001平成13

242002平成14

232003平成15

222004平成16

212005平成17

202006平成18

192007平成19

182008平成20

172009平成21

162010平成22

152011平成23

142012平成24

132013平成25

122014平成26

112015平成27

102016平成28

92017平成29

82018平成30

72019
平成31／
令和元

62020令和２

52021令和３

42022令和４

32023令和５

22024令和６

12025令和7

年齢西暦（年）和暦（年）

601966昭和41

591967昭和42

581968昭和43

571969昭和44

561970昭和45

551971昭和46

541972昭和47

531973昭和48

521974昭和49

511975昭和50

501976昭和51

491977昭和52

481978昭和53

471979昭和54

461980昭和55

451981昭和56

441982昭和57

431983昭和58

421984昭和59

411985昭和60

401986昭和61

391987昭和62

381988昭和63

371989
昭和64／
平成元

361990平成２

351991平成3

341992平成4

331993平成5

321994平成6

311995平成7

年齢西暦（年）和暦（年）

911935昭和10

901936昭和11

891937昭和12

881938昭和13

871939昭和14

861940昭和15

851941昭和16

841942昭和17

831943昭和18

821944昭和19

811945昭和20

801946昭和21

791947昭和22

781948昭和23

771949昭和24

761950昭和25

751951昭和26

741952昭和27

731953昭和28

721954昭和29

711955昭和30

701956昭和31

691957昭和32

681958昭和33

671959昭和34

661960昭和35

651961昭和36

641962昭和37

631963昭和38

621964昭和39

611965昭和40
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– 年齢早見表–（令和7年1月1日～12月31日）

年齢西暦（年）和暦（年）

301995平成7

291996平成8

281997平成9

271998平成10

261999平成11

252000平成12

242001平成13

232002平成14

222003平成15

212004平成16

202005平成17

192006平成18

182007平成19

172008平成20

162009平成21

152010平成22

142011平成23

132012平成24

122013平成25

112014平成26

102015平成27

92016平成28

82017平成29

72018平成30

62019
平成31／
令和元

52020令和２

42021令和３

32022令和４

22023令和５

12024令和６

年齢西暦（年）和暦（年）

601965昭和40

591966昭和41

581967昭和42

571968昭和43

561969昭和44

551970昭和45

541971昭和46

531972昭和47

521973昭和48

511974昭和49

501975昭和50

491976昭和51

481977昭和52

471978昭和53

461979昭和54

451980昭和55

441981昭和56

431982昭和57

421983昭和58

411984昭和59

401985昭和60

391986昭和61

381987昭和62

371988昭和63

361989
昭和64／
平成元

351990平成２

341991平成3

331992平成4

321993平成5

311994平成6

年齢西暦（年）和暦（年）

911934昭和9

901935昭和10

891936昭和11

881937昭和12

871938昭和13

861939昭和14

851940昭和15

841941昭和16

831942昭和17

821943昭和18

811944昭和19

801945昭和20

791946昭和21

781947昭和22

771948昭和23

761949昭和24

751950昭和25

741951昭和26

731952昭和27

721953昭和28

711954昭和29

701955昭和30

691956昭和31

681957昭和32

671958昭和33

661959昭和34

651960昭和35

641961昭和36

631962昭和37

621963昭和38

611964昭和39
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・男性の場合、昭和36年4月1日以前に生まれたこと。

・女性の場合、昭和41年4月1日以前に生まれたこと。

・老齢基礎年金の受給資格期間（原則として10年）があること。

・厚生年金保険等に1年以上加入していたこと。

・60歳以上であること。

受け取るための要件

– 特別支給の老齢厚生年金について–

また、「特別支給の老齢厚生年金」には、「報酬比例部分」と「定額部分」の2つがあり、

生年月日と性別により、支給開始年齢が変わります。

例示

【男性】昭和16年4月1日以前、【女性】昭和21年4月1日以前

【男性】昭和16年4月2日～昭和18年4月1日、【女性】昭和21年4月2日～昭和23年4月1日

【男性】昭和18年4月2日～昭和20年4月1日、【女性】昭和23年4月2日～昭和25年4月1日

【男性】昭和20年4月2日～昭和22年4月1日、【女性】昭和25年4月2日～昭和27年4月1日

老齢厚生年金報酬比例部分

老齢基礎年金定額部分

老齢厚生年金報酬比例部分

老齢基礎年金定額部分

老齢厚生年金報酬比例部分

老齢基礎年金定額部分

老齢厚生年金報酬比例部分

老齢基礎年金定額部分

65歳 70歳60歳

65歳 70歳60歳

61歳

65歳 70歳60歳

62歳

65歳 70歳60歳

63歳
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– 特別支給の老齢厚生年金について–

【男性】昭和22年4月2日～昭和24年4月1日、【女性】昭和27年4月2日～昭和29年4月1日

【男性】昭和24年4月2日～昭和28年4月1日、【女性】昭和29年4月2日～昭和33年4月1日

【男性】昭和28年4月2日～昭和30年4月1日、【女性】昭和33年4月2日～昭和35年4月1日

【男性】昭和30年4月2日～昭和32年4月1日、【女性】昭和35年4月2日～昭和37年4月1日

【男性】昭和32年4月2日～昭和34年4月1日、【女性】昭和37年4月2日～昭和39年4月1日

【男性】昭和34年4月2日～昭和36年4月1日、【女性】昭和39年4月2日～昭和41年4月1日

【男性】昭和36年4月2日以後、【女性】昭和41年4月2日以後

老齢厚生年金報酬比例部分

老齢基礎年金

老齢厚生年金報酬比例部分

老齢基礎年金

老齢厚生年金報酬比例部分

老齢基礎年金

老齢厚生年金報酬比例部分

老齢基礎年金

老齢厚生年金

老齢基礎年金

老齢厚生年金
報酬比例
部分

老齢基礎年金

老齢厚生年金報酬比例部分

老齢基礎年金
定額
部分

65歳 70歳60歳

64歳

65歳 70歳60歳

65歳 70歳61歳

65歳 70歳62歳

65歳 70歳63歳

65歳 70歳64歳

65歳 70歳
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年金請求窓口のご確認

20歳から60歳までに加入していた年金制度の内容によって、年金請求窓口は以下のよう
になっております。

年金のご相談

受付時間
電話番号
（FAX番号）

問い合わせ先

平日：○○時～○○時
土日祝：○○時～○○時

00-0000-0000○○年金事務所

平日：○○時～○○時
土日祝：○○時～○○時

00-0000-0000
街角の年金相談
センター

・月曜日：午前8時30分～午後
７時00分（月曜日が祝日の場
合は翌開所日）
・火曜日～金曜日：午前8時30
分～午後5時15分
・第2土曜日：午前9時30分～
午後4時00分

0570-05-1165

ねんきんダイヤル
※土曜日、日曜日、祝
日（第2土曜日を除
く）、12月29日から1
月3日はご利用いただ
けません。

平日：○○時～○○時
土日祝：○○時～○○時

00-0000-0000
（00-0000-0000）

○○市区町村窓口

請求窓口年金制度の内容

当市区町村窓口
第1号被保険者期間のみ有する場合
（任意加入被保険者を含む）

年金事務所第2号被保険者期間を有する場合

年金事務所第3号被保険者期間を有する場合

– 年金請求窓口のご確認ほか –
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国民年金被保険者の種類は職業などによって3種類あり、それぞれ加入手続きや保険料
の納付方法が違います。

保険料の納付は？加入の届出先は？どんな人が？

各自が納付
お住まいの市区役所

または町村役場

国内居住者である

・学生

・自営業者

・農林漁業者 等

第1号

被保険者
（20歳以上

60歳未満）

お勤め先で納付

（給料から天引き）

お勤め先で事業主が

届出

・会社員

・公務員 等

第2号

被保険者

自己負担なし

（配偶者が加入する年金

制度が負担）

配偶者のお勤め先経

由で届出

第2号被保険者に

扶養されている

配偶者

第3号

被保険者
（20歳以上

60歳未満）

※なお、国民年金に任意加入する方も第1号被保険者と同じ扱いとなります。

国民年金被保険者の種類

老-No.10

– 年金請求窓口のご確認ほか –



9420250831 A-10

– 年金額の推移–

平成31(令和元).4～
（物価スライド）
（マクロスライド）

平成29.4~
（物価スライド）

平成27.4~
（物価スライド）
（特例水準解消）
（マクロ経済
スライド）

平成26.4~
（物価スライド）
（特例水準解消）

平成25.10~
（特例水準解消）

年額年 額年 額年 額年 額

（定額分）
780,100円（満額）
（付加年金）
200円×納付月数

（定額分）
779,300円(満額)
（付加年金）
200円×納付月数

（定額分）
780,100円(満額)
（付加年金）
200円×納付月数

（定額分）
772,800円(満額)
（付加年金）
200円×納付月数

（定額分）
778,500円(満額)
（付加年金）
200円×納付月数

-

老
齢
基
礎
年
金

975,125円974,125円975,100円966,000円973,100円1級

障
害
基
礎
年
金

780,100円779,300円780,100円772,800円778,500円2級

224,500円224,300円224,500円222,400円224,000円子の加算（1人）

74,800円74,800円74,800円74,100円74,600円3人目以後

1,004,600円1,003,600円1,004,600円995,200円1,002,500円子が1人配
偶
者
に
支
給
す
る
額

遺
族
基
礎
年
金

1,229,100円1,227,900円1,229,100円1,217,600円1,226,500円子が2人

74,800円を加算74,800円を加算74,800円を加算74,100円を加算74,600円を加算3人目以後

780,100円779,300円780,100円772,800円778,500円子が1人
子
に
支
給
す
る
額

1,004,600円1,003,600円1,004,600円995,200円1,002,500円子が2人

74,800円を加算74,800円を加算74,800円を加算74,100円を加算74,600円を加算3人目以後

夫が受ける老齢年金・老齢基礎年金額×4分の3計算方法寡婦年金

120,000円
36ヵ月以上
180ヵ月未満

定
額
給
付

死
亡
一
時
金

145,000円
180ヵ月以上
240ヵ月未満

170,000円
240ヵ月以上
300ヵ月未満

220,000円
300ヵ月以上
360ヵ月未満

270,000円
360ヵ月以上
420ヵ月未満

320,000円420ヵ月以上

年 月

種 別

令和7.４～
（※）

令和6.４～（※）令和5.４～（※）令和4.４～令和3.4～
年月

種別
年 額年 額年 額年 額年 額

（定額分）（定額分）（定額分）（定額分）（定額分）

-

老
齢
基
礎
年
金

831,700円
（満額

816,000円
（満額）

795,000円
（満額）

777,800円
（満額）

780,900円
（満額）

（付加年金）（付加年金）（付加年金）（付加年金）（付加年金）

200円×納付
月数

200円×納付
月数

200円×納付
月数

200円×納付
月数

200円×納付
月数

1,039,6251,020,000円993,750円972,250円976,125円1級障
害
基
礎
年
金

831,700円795,000円777,800円780,900円781,700円2級

239,300234,800円228,700円223,800円224,700円子の加算（1人）

79,80078,300円76,200円74,600円74,900円3人目以後

1,071,0001,050,800円1,023,700円1,001,600円1,005,600円子が1人配
偶
者
に
支
給

す
る
額

遺
族
基
礎
年
金

1,310,3001,285,600円1,252,400円1,225,400円1,230,300円子が2人

79,800円を
加算

78,300円を
加算

76,200円を
加算

74,600円を
加算

74,900円を
加算

3人目以後

831,700816,000円795,000円777,800円780,900円子が1人子
に
支
給
す
る

額 1,071,0001,050,800円1,023,700円1,001,600円1,005,600円子が2人

79,800円を加
算

78,300円を
加算

76,200円を
加算

74,600円を
加算

74,900円を
加算

3人目以後

死亡した夫の第１号被保険者期間に係る老齢基礎年金の額×4分の3計算方法寡婦年金

120,000円
36ヵ月以上

定
額
給
付

死
亡
一
時
金

180ヵ月未満

145,000円
180ヵ月以上

240ヵ月未満

170,000円
240ヵ月以上

300ヵ月未満

220,000円
300ヵ月以上

360ヵ月未満

270,000円
360ヵ月以上

420ヵ月未満

320,000円420ヵ月以上

※ 昭和31年4月2日生まれ以降の方の満額となります。


